予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費

	事業名: 間伐材安定供給流通加速化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　　　
　　　　　　　　　　　　林政部　県産材流通課　加工流通係　電話番号：058-272-1111（内3016）

　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：23,800千円（前年度予算額：27,600千円）
	要求内容


	１　要求の内容


岐阜県森林整備加速化・林業再生基金を活用し、素材生産業者等と製材工場・合板工場等が締結する間伐材の安定取引協定に基づく協定価格で取引される間伐材の運搬経費に対して助成を行う。

［事業主体］
　・岐阜県森林整備加速化・林業再生協議会構成員で、林業事業体等と地域材を利用する法人等が締結する間伐材の安定供給協定に基づき、間伐材の運搬経費を負担する事業者

［補助率］
　・運搬距離が道程 50km以上・・・ 1㎥当たり1,000円以内（２年目は半額）
　・運搬距離が道程100km以上・・・１㎥当たり2,000円以内（２年目は半額）
	２　所要経費


（１）間伐材安定供給流通加速化事業費補助金　　　23,700千円
（２）間伐材安定供給流通加速化事業県指導事務費　　 100千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	27,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	27,600

	要求額
	23,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,800

	決定額
	23,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,800


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　間伐材利用を推進するため、素材生産業者等と製材工場等との間伐材の安定取引協定締結を促進し、製材工場等への原木直送化及び安定した間伐材の供給体制の仕組みを構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	製材工場等への木材直送量
	10万m3（H21）
	13万m3（H22）
	17万m3
（H23）
	22万m3

（H26）
	77.3％


（平成24年度の取組）

	　素材生産業者等において、製材工場等への原木の直送に向けて山土場や中間土場での木材の仕分け体制を整備するとともに、木材加工業者と間伐材の安定取引協定を締結し、間伐材の安定供給体制の仕組みづくりに取り組んでいる。
　・実施団体数：２団体　
　・協定数（補助対象）：１１協定


（平成24年度の成果）

	　事業実施団体において、新たに製材工場等３社と安定取引協定を締結し間伐材の取引を行うなど間伐材の安定供給体制のための仕組みを構築することができた。これにより、出荷圏の拡大が図られ、間伐材の製材工場等への直送量の増加につながった。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	間伐材の安定取引協定による流通経費を支援することにより、流通コストの低減となる製材工場への原木直送化及び安定した間伐材の供給体制の仕組みが構築され、もって集約化した間伐の促進につながるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	素材生産業者等と木材加工業者との間伐材の安定取引協定数が増加した。平成21年度の製材工場等への木材直送量が10万m3に対して平成23年度は17万m3と増加しており、事業効果が現れている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	製材工場等への原木直送化による安定した間伐材供給体制の確立のためのいわば呼び水的な補助という考え方から、補助金について２年目は半額、３年目以降はなしとするなど効率的に支援を行っている。



（今後の課題）

	　安定した間伐材の供給体制の確立に向けて、素材生産業者等における木材加工業者との間伐材の安定取引協定による原木直送化の仕組みに対する認識の向上を図ることが課題である。



（次年度の方向性）
	間伐材の安定取引協定による製材工場等への原木直送化の仕組みを構築するため、基金事業の実施期間である平成26年度まで引き続き支援を行う。


